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研究成果の概要（和文）：国際合弁にかんするデータベースを構築し、企業の合弁パートナーシ
ップ行動にかんする国際比較分析をおこなった。まず、研究協力者の Jean-Francois 

Hennart 氏と共同で実施してきた国際合弁研究（若手研究（B）H.17-19）で収集
したデータに、新たなデータを加えて 21 年分の国際合弁行動にかんするデータベ
ースを構築し、企業属性間・市場間の比較分析を進めた。また、データの分析とあわ
せて、特定事例の分析やそれにもとづいた理論構築なども実施し、操作仮説の構築・修正でも
役立てた。 

 
研究成果の概要（英文）： We have constructed database of international joint ventures 
and implemented analysis of international comparative analysis about joint venture 
partnership of firms. First, we have constructed our data base about international joint 
venture partnership of twenty-one years adding new data to our previous database 
constructed in international joint venture research (Wakatek-kenkyu B, H.17-19) in the 
collaboration with Professor Jean-Francois Hennart (Tilburg University). Then, we 
implemented comparative analysis of international joint venture behavior between 
different markets and of inter-markets based on our database. In addition, we have 
conducted case studies and theoretical construction based on them to help our theory 
construction and adjustment. 
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１． 研究開始当初の背景 

企業の国際合弁行動、とりわけ日本企業の
国際合弁におけるパートナーシップ行動は、
トロイの木馬仮説に代表されるように、自社
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学習を優先し、かつ短期的に解消するという
主張が欧米でなされてきた。このようは主張
は、日本企業は長期的な組織間関係の形成を
重視するという、とくにわが国の経営学の分
野で明らかにされてきた知見と異なってい
た。この日本企業の国際合弁にかんする理解
のギャップを埋める必要があった。 
 
２． 研究の目的 

本研究の目的は、企業の国際合弁の継
続・解消にかんするパートナーシップ行
動について、欧米の有力な見方である
「トロイの木馬仮説」（ THH 仮説）の観
点から日米欧市場における企業行動の
データをもとに検証することである。 

同仮説は 1980-90 年代に G.Hamel や
T.Reich らが提唱した。とくに G.Hamel の理
論モデルは『コア・コンピタンス経営』
（G.Hamel&C.K.Prahalad）に代表される組織
能力にかんする議論をベースとしている。企
業内の知識を組織活用する能力を指すコ
ア・コンピタンスは、日本企業の長期優位性
を説明する概念としても、今日なお学術界・
実務界に影響を与えている。このような企業
観にもとづいて、現代企業の合弁の第一目的
はパートナーからの知識の学習であり、合弁
パートナーは相互に相手から学習する上で
競争関係にあるという、学習競争的な見方を
G.Hamel は提示した。彼をはじめとする THH
仮説の提唱者達は、国際合弁における欧米パ
ートナーからの学習が日本企業の組織能力
構築の有力な経路の一つとなった、と主張す
る。同時に彼らは、日本企業の国際合弁行動
の特徴として、すぐれた学習能力のもとで自
社のパートナーからの学習のみを優先し、こ
の目的の達成後は国際合弁から即時退出す
るという THH仮説を主張したのである。 

THH 仮説に含まれる企業の学習行動にかん
す る 議 論 は 、 組 織 の 知 識 吸 収 能 力
(absorptive capacity)の研究に代表される
組織間学習にかんする諸研究にも影響を与
えた。また、日本企業の組織間学習の能力は、
部品取引関係の研究をはじめとした諸研究
でも近年実証されている。 

一方で、THH 仮説に含まれる合弁継続・退
出にかかわるパートナーシップ行動の側面
については、充分検証されていない。とくに、
同仮説のパートナーシップ行動の議論は再
検討の余地があることを、1999 年に Jean 
Francois Hennart氏が国際的な経営戦略分野
のレフリードジャーナルである Strategic 
management journal誌に掲載された論文で実
証した。日本企業の合弁行動についての同仮
説を検討したのは、日本人ではなく、日本企
業を観察してきた外国人研究者であった。こ
の研究に続いて同氏と本研究の申請者が共
同で実施したのが、企業属性別・市場別の国

際合弁分析（若手研究(B)H.17-19）であり、
これは本研究のベースともなっている。 

 
３．研究の方法 
 これまでに研究協力者の
Jean-Francois Hennart 氏と共同で実施
してきた国際合弁研究（若手研究（ B）
H.17-19）で収集したデータに、新たな
データを加えて 21 年分の国際合弁行動
にかんするデータベースを構築し、企業
属性間・市場間の比較分析を進めた。 
 主なデータソースは、東洋経済新報社
の「海外進出企業総覧」と「外資系企業
総覧」である。ただし、国際合弁行動の
情報については、大半のケースについて、
これらの資料に掲載されていない内容
も多く、個別に電話・電子メール等や直
接訪問によるヒアリング調査や問い合
わせ、新聞記事検索による調査を補完的
に実施し、不足情報をおぎなった。  

これらのデータをもとに、１９８７−
２００８年における各市場の合弁パー
トナーシップ行動についてのデータベ
ースを構築し、これを親会社属性間の・
市場間で比較分析した。 
 
４．研究成果 
 これまでに日欧市場の国際合弁のデータ
ベース作成と比較分析を終えた。米国市場の
国際合弁のデータベース作成も大半を終了
し、現在分析中である（当初平成 23 年度に
実施する予定であったが、新たに採用された
基盤研究（Ｂ）において継続して実施する予
定）。 
 また、これまでに実施している理論構築を
目的とした事例分析も一部公表し、新たに採
用された基盤研究（Ｂ）でも継続する。 
 また、これらの研究成果の一部を学会、論
文、書籍等の形で公表した。 
 本研究のおもな分析結果は、以下のとおり
である。 
 まず、日本企業は欧州市場と日本市場の日
欧合弁において、THH 論者達が指摘したパ
ートナーシップ行動を一般的にとるとは限
らないことが明らかになった。つまり、THH

論者の主張した合弁解消行動（パートナーの
保有する合弁株式の買収による合弁の完全
子会社化、自社の保有する合弁株式のパート
ナーまたは他社への売却による合弁からの
撤退、合弁の解散・破たん）は、一般的な日
本企業の合弁行動ではなかった。むしろ大半
の日本企業は、合弁への出資を継続していた
（合弁出資比率の継続、および合弁の子会社
化や合弁からの撤退を除く合弁出資比率の
増減を含む）のである。 

実証分析は、基本的に二つのタイプの操作
仮説についての検証作業をおこなった。 



 

 

一つ目は、日本企業における THH 的な合
弁行動の一般性を問う操作仮説である（操作
仮説では、過半数の日本企業が THH 的な合
弁行動をとると考える）。この操作仮説は支
持されなかった。すなわち、過半数の日本企
業は、欧州市場および日本市場の日欧合弁に
おいて、これを解消するのではなく、合弁形
態を維持しながら出資を続けていた。 

二つ目の操作仮説は、日本企業と欧米企業
の合弁行動を、同一の国際合弁戦略の文脈の
もとで比較し、どちらがより THH的な合弁行
動をとっているのかを問うものである（操作
仮説では、日本企業の方が欧州企業よりも頻
繁に THH 的な合弁行動をとると考える）。こ
の操作仮説も支持されなかった。すなわち、
日本企業が欧州企業よりも頻繁に THH的な合
弁行動をとると、いう傾向は確認されなかっ
た。 

これらの分析結果から、日本企業の多くは、
一般に THH論者が指摘するような合弁解消行
動はとっていない、ということが明らかにな
った。このことから、日本企業が合弁パート
ナーとの価値占有競争よりも、合弁を通じた
パートナーとの価値創造をより重視してき
たことが推測される。 

日本企業が組織間協働における価値創造
を重視してきたことは、日本企業の合弁解消
パターンでも示されている。日本企業は欧州
パートナーとの合弁を解消する際、その大半
においてパートナーの合弁株式を買収し、合
弁を完全子会社化している。第三章で論じた
ように、合弁の完全子会社化は、THH 的な学
習競争行動がもっとも反映された合弁解消
行動だと解釈することもできる。合弁を完全
子会社化すれば、合弁に移転されたパートナ
ーの知識をそのまま活用できるからである。
この場合は、さらに自社知識が移転された合
弁を将来パートナーが買収し、合弁が自社と
競合する可能性を排除することもできる。し
かしながら、合弁の完全子会社化は、THH 的
な合弁行動だけによって起こるわけではな
い。たとえば、欧州パートナーが何らかの事
情で合弁からの撤退を決め、合弁株式を売却
することを決めた場合、他社に売却されて合
弁パートナーが変わってしまうのを避ける
ために、日本企業がそれを買い取る場合もあ
るかもしれない。後述するように、実際には
そのようなケースが少なくない。しかも、合
弁の完全子会社化が THH的な合弁行動によっ
てのみ引き起こされるという解釈では、大半
の日本企業が合弁への出資を継続するとい
う、われわれの発見事実と矛盾する。また、
そのような解釈は、日本企業が一般に組織間
協働における価値創造を重視する、というわ
れわれの理解とも整合的でない。 

このように考えると、合弁の完全子会社化
は、THH 的な合弁解消行動というよりは、む

しろ合弁を通じた価値創造を重視した結果
としてもとらえることができるかもしれな
い。日本企業の多くは、合弁を自社の価値創
造活動の一部とみなしてきた。そして、何ら
かの事情でパートナーとの合弁関係を解消
しなければならない場合でも、合弁を完全子
会社化して自社と合弁事業との関係を継続
してきた。このように考える方が、他の発見
事実とも整合的である。したがって、日本企
業は日欧合弁において、自社と合弁パートナ
ーまたは合弁との関係の継続をつうじた価
値創造を重視してきた。その結果、大半の合
弁において出資を継続し、やむを得ず合弁を
解消する場合は、なるべく合弁を完全子会社
化し、自社の価値創造活動を担う組織として
引き続き活用してきたと考えられる。 

合弁では、合併や買収等によってパートナ
ーの戦略やパートナー自体が変更された場
合、それにともない合弁運営が大きく影響を
受ける可能性が高い。実際に、このような問
題を回避するために、一方のパートナーが他
方の合弁株式を優先的に買収できる契約を
結ぶこともある。ある欧州市場における日欧
合弁では、欧州パートナーが別の企業によっ
て買収された。この時に、日本パートナーは、
新たなパートナーと合弁を運営する選択肢
もあったが、従来の合弁運営が大きく変わる
ことが予想された。そこで、日本パートナー
は、欧州パートナーの持つ合弁株式を買収し、
合弁を完全子会社化した。これができたのは、
合併や買収等により一方のパートナーの戦
略等が変わる場合は、そのパートナーの合弁
株式を優先的に他方が買収できる、という合
弁契約がなされていたからである。一方のパ
ートナーの事情によって、合弁における事業
運営が大幅に変更される可能性があれば、他
方が優先的に合弁の完全子会社化も選択で
きる余地が残されていた。これは、一方のパ
ートナーの事情で状況が大きく変わりうる
場合でも、他方が合弁事業の安定的な運営を
継続できる仕掛けである。すべての合弁でこ
のような契約が存在するとはかぎらない。し
かし、一方パートナーが合弁から撤退する場
合、合弁を自社の価値創造活動の一部と認識
している他方のパートナーは、新たなパート
ナーとの合弁も考慮に入れつつも、合弁事業
を安定的に操業することも重視するであろ
う。だからこそ、欧州パートナーが他社に合
弁株式を売却するのを防ぐために、日本企業
は自ら合弁株式を買収して、合弁を完全子会
社化したと考えられる。 

以上のことから、本研究の分析結果は、THH
研究における日本企業の合弁パートナーシ
ップ行動に対する見方については、再検討の
必要があることを示しているといえる。 

ただし、われわれは、日本企業が合弁にお
いて欧州パートナーから知識や技術を学習



 

 

したことを否定するわけではない。むしろ、
われわれのインタビュー調査等でも、欧州パ
ートナーからの学習を当初から意図してい
た、または結果的に欧州パートナーから学習
した日本企業は少なからず存在した、といえ
る。しかし、それらの日欧合弁についても、
日本企業が欧州パートナーから知識を学ん
だ後に、日本企業の側から合弁解消を申し出
たケースはほとんど見られなかった。どちら
かといえば、欧州パートナーが自社の経営不
振や合併、非買収等によって合弁からの撤退
を決定し、これを受けて日本企業が合弁を完
全子会社化したケースが多くみられる。また、
合弁事業そのものの不振によって、合弁が解
散・破たんとなったケースもいくつかみられ
た。こういった合弁解消のプロセスについて
は、一部とりあげている既存研究もあるが、
たとえば出資比率の変動なども含めた、より
長期的で詳細な経緯にまで踏み込んだ合弁
解消の分析はほとんどおこなわれていない。
今後は、このような観点から研究をおこなう
必要もあるだろう。 
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